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憲法における「地方自治の在り方」について

憲法と地方自治研究会報告書

（Ｈ２８年１１月）

全国知事会報告書

各政党での改憲議論が加速していることから、総合戦略・政権評価特別委員会において、都道

府県知事へ憲法と地方自治研究会報告書の「改正草案」に関するアンケートを実施

憲法問題に関する報告書
（Ｈ１８年３月）

議論を

踏まえつつ、

尖った提案
・合区解消に向けた「３つの処方箋」

（憲法・国会法・公選法）の改正

・地方自治規定の充実に向けた

「条文による改正草案」報告

主要論点に関する考え方を整理

・地方自治の保障・地方分権の確立

・地方自治の基本原則の明確化

・条例制定権の拡大

・地方財政権の保障 など

決 議 国民的議論の喚起

憲法改正草案アンケート

アンケート結果

○各条文ごとの全設問に、約半数の賛同（一部修正含む）

○地方自治充実の趣旨を理解しつつ、

「文言に対する意見」、「国民的議論の喚起」、「慎重に議論」

など多様な意見が出揃った。（その他の意見）

○合区問題の抜本的解決 ○「パブリシティ」・ 「シンポジウム」

手法が多数意見

アンケート結果

国民主権に基づく、真の地方自治の確立へ

合区解消に向けた立法府への取組み

８/23 衆・参議院議長

８/25 参議院憲法審査会長

10/11 参議院自民党幹事長

「参議院選挙における合区の解消に関する決議」とともに、

憲法改正を含む「３つの処方箋」を提言

12/19 参議院在り方検討ＰＴ出席
(2/27にも出席）

7/7 参議院改革協議会選挙制度

に関する専門委員会出席

政党において「合区解消」が改憲項目に！

○国民的議論の喚起

提言内容

○地方六団体など

多様な主体と連携した取組み

○国民主権に基づく、

「地方自治の本旨」の明確化

地方自治に対する意識を共有


